
産地パワーアップ事業評価報告書

都道府県名 宮崎県

１　産地パワーアップ計画

（１）生産コスト又は集出荷・加工コストの10％以上の削減
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達成率
（％）1 地域協議会等の評価

事業実施前
年度

目標年度生産量又は
出荷量

価格
(販売単価)

生産コスト生産コスト

402.7%
取組主体を中心に、自動開閉装置を導入をした。これにより、適
切な温度管理が可能となった事により、品質の向上と収量及び単
価が向上したため、目標を達成する事が出来た。

非破壊選果機の導入による選果能力
の向上及び自動開閉等の導入による
栽培環境の改善が図られたことで生
産量及び単価の向上が図られたこと
で目標を達成できている。
引き続き産地の拡大に関係機関と連
携して取り組んでいく。

1.114
日南市農
業再生協
議会

1

2,391千
円/10a

H30年のＪＡの販売実績データを基に検証。
・現状値
 (H27年度販売実績）2,548千円/10a
（総販売額：84,071千円/3.3ha)
　※販売額、面積はJA宮崎中央実績より

・目標値
 (H30年度販売計画）2,806千円/10a
（総販売額：96,790千円/3.45ha）
　※販売額はJA宮崎中央中期計画、面積は生産
者意向調査により算出
・目標/現状＝2,806千円/2,548千円
　→10.1%の増加

【実績値】
（H30年度販売実績）2,582千円/10ａ
（総販売額：41,315千円/1.60ha）
　※販売額、面積はJA宮崎中央実績より
　実績/目標＝2,582千円/2,806千円
　　→92.0%

-60.9%

①産地の現状：宮崎県宮崎市・国富町。トルコギキョウを生産す
る経営体で構成されるトルコギキョウ産地。トルコギキョウの高
品質苗の安定供給に向けて夜冷育苗施設を整備し生産面積の維
持・拡大、ハウス内環境改善装置の導入等により収量・品質の向
上等による農業経営の安定を図り、産地としての維持・発展を目
指した。

②本事業の取組：高品質苗の安定供給に向けて夜冷育苗施設を整
備し、高品質苗の安定供給及び利用、適期定植の実施等により秀
品率の向上を図る。また土壌消毒体型の確立や肥培管理の統一、
ハウス内環境改善装置の導入等により収量・品質の向上を図る。
また、市場ニーズや消費動向調査等を行いマーケットインの取引
や予約販売に取り組んでいくことで、販売額の増加を図る。
　
③達成状況：昨年の台風の影響で定植ができない等による栽培面
積の縮小はあったが、産地目標を達成する事が出来た。また、取
組主体については台風による冠水の影響で病気の発生もあり、販
売実績が落ち込んだ。

④具体的な指導内容：生産に係る技術・指導体制や消費ニーズが
あることから、新規生産者の勧誘を図るとともに、既存生産者の
規模拡大を推進する。

種苗生産施設の導入による苗の安定
体制の確立やハウスの導入により生
産拡大に取り組んだものの、台風の
影響により面積の減少や病気等の発
生により生産量が減少し、目標を達
成することができなった。
今後、既存農家への栽培技術指導に
よる収量・品質向上、台風発生時の
事後対策の指導徹底による樹勢改善
を図り、成果目標の達成に関係機関
一体となって取り組んでいく。

0.926

日南
・串間

果樹
（きんか

ん）

高品質・高収量に向
けたきんかん産地体
制への移行
①販売力強化への取
り組み
②生産力強化への取
り組み
③人財の育成への取
り組み

販売額の14％以
上の増加

626 43.2 782569
785千円
/10a

宮崎中央
地域農業
再生協議

会

2
宮崎市、
国富町

花き
（ﾄﾙｺｷﾞ
ｷｮｳ）

次代を担う産地強化
への体制整備

①販売力強化に向け
た取組

②生産力の向上に向
けた取組

③人財の育成に向け
た取組

販売額の10.1％
の増加

3.3 136 3.45 142
2,548千円

/10a

【リース】
きんかんパック詰め
機　２台
（処理能力：7.4ｔ/
日）

1,228千
円/10ａ

30年度の出荷実績により検証
・現状値
 （H27年度実績）785千円/10a
 （総販売額：355,885千円/45.3㏊）
　※販売額、面積は、はまゆう農協生産者実績
より

・目標
 （H30年度計画）　　895千円/10a
 （総販売額：386,440千円/43.2㏊）
　※販売額ははまゆう農協中期計画および生産
者毎の増加量より
　　面積は生産者アンケート結果より算出
・現状/目標 　　　　785千円/895千円
　　　　　　　　　　　　14.0%の増

自動開閉機（フルオープン）設備を導入するこ
とにより、さらに0.2％の増加を目指す。
生産者個人毎に販売額の2.4％～22.5％アップ
に取り組み、取組個人生産者の販売額増加の積
み上げにより、産地全体で14.0％の増加を目指
す。

・実績
　（H30反当実績　　1,102千円/10a）
　（H30総販売額　504,885千円/45.8ha）

30年度の実績により検証

・現状値　16,296,071円　≒
16,296千円
（雇用費、光熱水費、通信
費、減価償却費、保守修繕
費、消耗品費より）

・目標値　14,609,679円　≒
14,610千円
（雇用費、光熱水費、通信
費、減価償却費、保守修繕
費、消耗品費、リース料よ
り）

・目標/現状　　10％の削減

30年度の実績
・Ｈ30実績 16,382,928円≒
16,383千円
（雇用費、光熱水費、通信
費、減価償却費、保守修繕
費、消耗品費、リース料よ
り）

①産地の現状、課題・問題点：串間市は、県内
での有数のきんかん産地である。集出荷作業が
自動化がされてなく、作業負担が大きいことや
計量時のロスや充填時の果実傷みの発生が問題
となっている。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や
成果目標の達成状況：きんかんパック詰め機の
導入により集出荷作業の自動化が図られ、人件
費以外の経費について目標以下の経費とするこ
とができた。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体
的な要因：最低賃金の改正及び取扱数量の増加
に伴い、雇用に係る人件費が増加したことか
ら、目標達成に至らなかった。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導
内容等を記載：人員削減及び雇用サイクルの見
直し等により改善策の検討を図る。
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645 794 713

1.6 290,945 142 125 135

45.8

人件費以外の経費については、目標以下に抑え
られたが、賃金の改正等の理由により人件費が
高騰し、目標を達成することができていない。
今後、作業の効率化を目的に、雇用サイクルや
作業内容の見直し、作業マニュアルの作成検討
など、目標達成に向け指導を行っていく。
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1.088
日南市農
業再生協

議会
4

日南・
串間

花き
（スイー
トピー）

①販売力強・・・販
売活動の強化、輸出
への取組み

②生産力向上･･･高
温対策、花シミ対
策、収量・品質対策

③人財の育成･･･雇
用の確保、新たな担
い手の確保、省力化

販売額の10％以
上の増加

5.05 30.5 28.4

①産地の現状、課題・問題点
農業者の高齢化による離農、水稲作付面積に加え種子の販売先で
ある個人育苗者の減少により、全体の種子の需要量が減少してい
る。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況
本事業で導入したコンバインで適期収穫を実施することができ
た。これにより、種子合格率が向上している。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因
当地域全体の種子米契約面積は、平成27年産6,884haから平成30
年産6,010haと減少傾向にあり、きっとかな田及びJA都城採種部
会西岳支部の契約面積も維持・拡大は困難な状況である。
平成30年産は前年の契約面積と同等で契約しており、きっとかな
田は目標を超えた契約面積、かつ合格率100％で目標を大きく超
えて達成しているが、西岳支部は契約面積の減に加え台風の影響
による品質低下もあり合格率80.5％に留まったため目標達成には
至らなかった。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等
農業改良普及センター指導のもと、栽培管理を徹底し品質向上を
図る。

西岳地区において台風24、25号にお
ける強風により登熟不良が多く発生
したことから品質の低下が起こっ
た。このため種子の合格率が80.5％
に留まったことから販売額は低下
し、地域全体としての目標が未達成
となった。
今後は、農業改良普及センター指導
のもと、栽培管理を徹底し品質向上
による合格率の向上を図り、目標の
達成を目指す。

6,074
千円/10

ａ

30年度の出荷実績により検証

・現状値
（H27年度実績） 5,244千円／10ａ
※販売額は、JAはまゆう生産者実績より

・目標値
（H30年度計画） 5,956千円／10ａ
※販売額はJAはまゆう中期計画より

・現状/目標　　5,244千円/5,956千円
　　　　　　　 　　　　13.5％の増加

・実績
（H30総販売額　244,536千円/4.38ha）
（H30反当実績　　5,583千円/10a

116.6%

　台風24号の接近により、ハウス内部に浸水被害のあった生産者
も見受けられたことから面積が減少した。
　加えて、１２月の高温や曇天による落蕾により、生育不良等が
発生したことから、目標に設定した出荷量を確保することができ
なかったが、機械の導入による栽培環境の改善が図られたこと
で、品質が向上したことで価格の低下率を抑えることができた。

自動開閉装置等の導入により栽培環
境が改善されたことで、反収の増加
が図られたことで、成果目標は達成
したが、台風による浸水害や落雷等
により温度管理等ができなかった生
産者がおり、産地としての生産量は
減少している。
今後、栽培管理の徹底による品質向
上及び作付け面積の拡大に取り組む
とともに、台風等への事前事後対策
の指導徹底を図り、目標の達成を目
指す。

145,916円
/10a

163,290円
/10a

60.1

種子
12,964

主食用
1,539

5,956千円
／10ａ

4,260千円
/10a

795795

都城市農
業再生協

議会
11 都城市

水稲
(種子)

水稲の種子生産を担
う産地強化
　普通期水稲（種
子）では過乾燥の割
合が高く、整粒不足
が指摘されるため、
気象変動等に強い稲
づくりを推進すると
ともに適期収穫に取
り組み種子合格率の
向上を図る。
　また、種子専用の
コンバインを導入す
ることにより、異品
種混入を防止し品質
向上を図る。
　このことにより、
販売額の10％以上の
増加を実現する。

販売額の10％以
上の
向上

5,496千
円/10a

H30年度のＪＡの販売実績データを基に検証。
・現状値
(H27年度販売額：3,872千円/10a）
(総販売額：786,414千円/20.3ha）
　※販売額、面積はJA綾町実績より

・目標値
（H30年度販売額：4,260千円/10a）
（総販売額：889,062千円/20.8ha）
　※販売額はJA綾町中期計画、面積は生産者意
向調査により算出
・目標／現状＝4,260千円/3,872千円
　　→10.0%の増加

・実績値
（H30年度販売額：5,187千円/10a)
 (総販売額：   989,809千円/19.1ha)
　※販売額、面積はJA綾町実績より
・実績／現状＝5,187千円/3,872千円→133%の
増加

418.6%

高齢化に伴い、生産者の離農が増え産地としての規模が縮小して
いく中、若手農家を中心とした規模拡大や環境制御装置や炭酸ガ
ス発生装置の導入により収量が増加した。地域的な除草や研修会
を通じた黄化えそ病対策に取り組んだこともあり、目標数を上回
る実績となった。

ＡＰ２号改良型ハウスの導入及び環
境制御装置の導入による、栽培環境
の改善が図られたことにより、単位
当たり収量及び品質が向上し、販売
額が増加したため目標を達成するこ
とができた。
引き続き、関係機関一体となり技術
指導を行い、産地の拡大を目指す。

1.062
綾町農業
再生協議

会
9

東諸県郡
綾町

野菜
（きゅう

り）

①販売力強化に向け
た取組
②生産力の向上に向
けた取組
③人財の育成に向け
た取組

販売額の10％以
上の向上

266

採種農協であるＪＡ都城が採種農家から買い取った数量及び単

価にて検証を行う。

【現状値】

①採種部会面積：6,884a

②販売単価：ヒノヒカリ・おてんとそだち

合格種子5,513円、準種子5,127円　他

③合格種子：11,438袋/ﾓﾐ20kg（72%）

ヒノヒカリ・おてんとそだち

合格種子9,667袋、準種子3,980袋　他

④主食用米：ヒノヒカリ1等911袋、3等986袋　他

⑤販売額：100,449千円

⑥10a当たり：145,916円/10a (ア）

【目標値】

①採種部会面積：6,843a

②販売単価：ヒノヒカリ・おてんとそだち

合格種子5,620円　他

③合格種子：15,748袋（100%）

ヒノヒカリ・おてんとそだち

合格種子14,196袋　他

④主食用米：ヒノヒカリ1等1,500袋、2等1,500袋　他

⑤販売額：111,741千円

⑥10a当たり：163,290円/10a（イ）

　　（イ）／（ア）→　10％以上の増加

【実績値】

①採種部会面積：6,010a

②販売単価：ヒノヒカリ・おてんとそだち

合格種子6,148円、準種子5,759円　他

③合格種子：9,745袋（75.2%）準種子3,219袋(24.8%)

           計12,964袋

④主食用米　ヒノヒカリ1等155袋 2等296袋 3等754袋　他

⑤販売額：　88,579千円

⑥10a当たり：147,386円/10a（ウ）

　　（ウ）／（ア）→　1.0％の増加

8.5%

西米良村
農業再生
協議会

12 西米良村
野菜

(中型ｶﾗｰ
ﾋﾟｰﾏﾝ)

施設野菜産地のレベ
ルアップ
① 栽培環境を向上さ
せるための機械の導
入による高品質・収
量増加の取組
②　ハウス新設によ
る栽培面積拡大の取
組
③　病害虫への適切
な防除方法を研究
し、より高度な栽培
暦を作成する生産力
向上の取組
④　経営診断によ
り、個別に必要な指
導・支援を行う人財
育成の取組

販売額の11％以
上の増加

3,371千円
/10a

契約取引の
ため価格補
正は行わな
い。

1.001
3,714千
円/10a

検証方法：H30年のJA西都西米良支所の販売額
にて検証
【現状値】①：3,371千円/10a
H27　面積199.3a　販売額67,188千円

【目標値】②：3,767千円/10a
H30　面積212.3a　販売額79,983千円

部会として、年間100ﾄﾝ以上の生産を目標に掲
げ、H27年JA西都西米良支所生産者実績から
11％以上の増加を目標として設定した。
②/①→11％以上の増加

【実績値】
③：3,714千円/10a
H30　面積205.7a　販売額76,392千円

【達成率】
（③-①）/（②-①）×100＝86.6％

86.6%

面積及び販売額の増加が図られたものの、黒枯病や斑点病等の影
響により品質が落ち、販売単価が低下したことで目標を達成する
ことができなかった。
引き続き病害虫の適切な防除等により反収増加や品質向上による
単価の向上を図り、産地目標の達成に向け県及び西米良村と連携
して取り組んでいく。

ＡＰ２号改良型ハウスの導入及び環
境制御装置の導入による、栽培環境
の改善が図られたことにより、目標
の反収を上回る結果となったが、黒
枯病や斑点病等の影響で品質が落ち
たことで販売単価が大きく下がり、
目標を達成できなかった。
今後、病害虫防除除技術の指導を関
係機関と連携して行い、品質改善に
よる単価の向上を図り、目標達成を
目指す。

種子（１袋20kg

あたり）

ヒノヒカリ・お

てんとそだち

　合格　6,148

まいひかり

　合格　5,724

モチ

　合格　7,148

主食米（１袋

30kgあたり）

ヒノヒカリ

　1等7,350

　2等7,050円

　3等6,540円

まいひかり

　3等6,150円

規格外5,610円

おてんとそだち

　2等6,150円

モチ

　3等4,890円

規格外4,230円

種子（１袋20kg

あたり）

ヒノヒカリ・お

てんとそだち

　合格　5,620

まいひかり

　合格　5,240

モチ

　合格　6,640

主食米（１袋

30kgあたり）

ヒノヒカリ

　1等6,240　2

等5,940

まいひかり

　1等5,720　2

等5,420

おてんとそだち

　1等5,810　2

等5,510

モチ

　1等7,340　2

等7,040

3,767千円
/10a

2.06

68.84

1.99

種子
15,836

主食米
2,612

84,416

68.43

2.12 99,786 766 796

3,872千円
/10a

5,244千円
／10ａ

20.3

8,673

2,950

5.3

20.8266

種子（１袋
20kgあたり）
ヒノヒカリ・
おてんとそだ
ち
　合格
5,513
　準種子
5,127
まいひかり
　合格
5,137
　準種子
4,778
モチ
　合格
6,513
　準種子
6,127
主食米（１袋
30kgあたり）
ヒノヒカリ
　1等6,120
3等5,310
まいひかり
　1等5,610
3等4,800
おてんとそだ
ち
　1等5,700
3等4,890
モチ
　1等7,200
3等6,390

796

5,583
千円/10ａ

5,187千円
/10a

147,386
円/10a

3,714千円
/10a

19.1 3,209 308 341 321

4.38
8,515
千本

28.7 32.3 29.711,100

3,339

種子
15,748

主食米
3,800

100,624
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30

4.85

73,851

52,358

172,823円
/10a

3,036,119円
/10a

小林市農
業再生協

議会

209,948円
/10a

3,376,259円
/10a

30 70,395 744 902

小林市農
業再生協

議会
15 野尻町

花き
（輪ギ
ク）

更なる産地強化への
体制整備

①生産力向上
②販売力向上
③人財の育成

販売額の10％以
上増加

延岡市農
業再生協

議会
14

延岡市
北川町

花き
(シキミ)

1.033
180,340
円/10a

祝子川・上赤支部のＪＡ延岡販売額のＨ２７実
績との比較
①【平成27年現状値】
  反　収　172,823 円 / 10a
 　販売額　 51,847 千円
　 面　積　30 ha
②【平成30年目標値】
 　反　収　209,948 円 / 10a
 　販売額　 62,984 千円
 　面　積　30 ha
※　反収 ②/①→21.5％の増加
※平成30年目標値は事業効果を含　めたJA延岡
祝子川・上赤支部会販売額の目標値

③H30年実績値
 反　収 174,790円/10a
 販売額 52,437千円
 面　積 30ha
※反収②/①→21.5%の増加
※H30年目標値は事業効果を含めたJA延岡祝子
川・上赤支部会販売額の目標値

20.2%

①産地の現状、課題、問題点
　産地全体の技術力の向上は図られつあるが、一部の生産者にお
いて高齢化による生産力の低下が顕在化し、次世代の担い手・農
業労働力の育成が急務となっている。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況
　すでに目標を大きく上回る成果を挙げている生産者もいる一方
で、労働力不足の影響で目標を下回っている生産者も見受けられ
る。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因
　一部の生産者に、出荷先の減少や労働力の低下による出荷量・
販売額の減少があった。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容
　次世代の担い手・農業労働力の育成として、部会内の研修シス
テムが確立されている。また、技術面では作付け計画の作成支援
と優良苗の計画的導入、適期防除による品質、収量の向上支援の
実施し、目標達成を目指す。

保冷庫の導入により物日出荷が可能
となり、販売単価の向上が図られた
が、労働力不足や出荷先の減少によ
り生産量・販売量が減少したことで
目標を達成することができなかっ
た。
今後は、部会内での研修に対して技
術的な支援を行うとともに、担い手
の育成確保に関係機関一体となり支
援を行い、目標の達成を目指す。

1,104

6158

484 435

0.920 244.4%

①産地の現状、課題・問題点：
いちご生産者数の減少、生産規模の縮小により、産地が縮小する
ことで、安定した供給ができなくなるなどの影響が予想されてい
る。そのため、生産技術の向上により収量や品質を向上させ、産
地の維持・拡大を図っていく必要がある。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況：
本事業の取組により、いちごの生産面積が拡大するとともに、整
備したいちご団地は、地域におけるモデル園として、えびの市の
産地づくりに大きく貢献している。また、炭酸ガス施用技術等を
用いて生産性の高い取組を行っており、目標は達成されている。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因：
30年度は、生産面積の増加、収穫時期を終えるまで品質低下があ
まり見られず、販売単価が比較的安定して推移したこと等によ
り、実績が目標を上回った。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等：

炭酸ガス発生装置等の環境制御装置
を導入したモデル的なハウスを導入
したことで、地域全体に技術の普及
が図られ、面積の拡大及び収量の増
加につながり目標が達成できた。
今後は、炭酸ガス等の適正な利用へ
の技術指導を関係機関と連携して取
組、更なる産地の収益力の向上を目
指す。

4.85 57,514 61.9

物日出荷拡大、品質
向上を図るための出
荷調整用保冷庫の導
入

販売額10％以上
の増加

0.953

1.113
2,783千
円/10a

JAこばやしピーマン部会の販売金額にて検証
①現状値　H27
　反　収　2,211千円
　販売額　331,760千円
　面　積　15ha

②平成30年目標値
　反　収　2,433千円
　販売額　364,936千円
　面　積　15ha
※②／①→10％の増加

③実績値　Ｈ30
反　収　2,500千円
販売額　344,741千円
面　積　13.79ha

257.7%

①産地の現状、課題・問題点：JA小林管内において、ピーマンは
主幹品目として位置づけられている。しかしながら、管内の平均
反収は県内平均と比べて低く、炭酸ガス発生装置の活用による光
合成促進技術の普及も遅れている。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況：本事業の他、独自の取組みにより他の生産者にも炭酸ガス発
生装置等の導入が広がり栽培環境の適正化が図られ、目標達成と
なった　。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因：ハウス
内環境の整備が進み、反収量が増加した。また、病害虫対策の徹
底により品質も向上したことで目標達成となった。

産地全体で炭酸ガス発生装置等の導
入により栽培環境の改善が図られた
ことで、反収が大幅に向上したこと
で目標を達成することができた。
台風の影響により生産が減少した生
産者もおり、今後は、台風対策への
指導や炭酸ガス等の適正な利用への
技術指導を関係機関と連携して取
組、更なる産地の収益力の向上を目
指す。

事後評価の検証方法
JAこばやし花卉部会野尻支部キク実績
により検証

現状値
※JAこばやし花卉部会野尻支部キク
　平成27実績
　①反　収：3,036,119円/10a
　②販売額：147,251,788円
　③面　積：4.85ha

目標値（平成30年度計画）
※JAこばやし花卉部会野尻支部キク
　生産計画
　①反　収：3,376,259円/10a
　②販売額：163,748,562円
　③面　積：4.85ha

目標値/現状値　反収　11.2%の増加

実績値（平成30年度）
※JAこばやし花卉部会野尻支部キク
①反　収：3,669,742円/10a
②販売額：177,982,497円
③面　積：4.85ha

104.9%

①産地の現状、課題・問題点：野尻地区が属する小林市のキク
は、県内でも有数の産地である。しかし、近年天候が不安定なこ
とで温湿度管理が難しく、病害虫の発生や花シミの発生等による
収量・品質の低下が問題となっている。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況：二重・三重被覆用自動開閉装置、高機能性被覆資材、自動防
除装置の導入により栽培環境の適正化が図られ、収量・品質が向
上した。これにより、販売額が増加し、目標達成となった。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因：二重・
三重被覆用自動開閉装置、高機能性被覆資材、自動防除装置の導
入により栽培環境の適正化が図られ、収量・品質が向上した。こ
れにより、販売額が増加し、目標達成となった。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載：関
係機関が連携して技術・経営の指導を行う。

自動開閉装置等の導入により栽培環
境の改善が図られたことで、収量及
び品質が向上したため目標を達成す
ることができた。
今後も、関係機関と連携して技術指
導等に取組更なる産地の収益力の向
上を目指す。

3,392,79
1円/10a

30

4.85

15

873

64

710

381.0%

①産地の現状、課題・問題点：
　高原町が属する西諸県地域のキクは、県内でも有数の産地であ
る。しかし、近年業務需要の低下や輸入品の増加により、販売価
格低迷している。加えて、燃油高騰により農家経営が圧迫されて
いる。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況：
　四段サーモヤコン付き加温機のリース導入により、適正な温湿
度管理ができており、病害虫（白サビ病や灰色カビ病等）の発生
は減少している。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因：
　加温機の導入等により温湿度管理をはじめとする栽培管理が適
切に行われ生産量が増加した。その結果、実績は現状を上回っ
た。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容：
収量の向上及び規格外品の発生率低減に向けて関係機関が連携し
て指導を行った

四段サーモヤコン付き加温機のリー
ス導入により、適正な温湿度管理が
できており、病害虫（白サビ病や灰
色カビ病等）の発生が減少したこと
で、目標を達成することができた。
今後は、気象条件に対応した技術指
導を行い、更なる産地の収益力の向
上を目指す。

2.77 1,132
2,885千
円/10a

1,200

16
小林市・
高原町

野菜
（ピーマ

ン）

収益性の高いピーマ
ン産地への構造転換
 ①生産力向上
 ②販売力向上
 ③人財の育成

販売額10％以上
の向上

2,211千円
/10a

2,318千円
/10a

JAにおける販売金額での比較
①現状値　H27
　反 収　2,318千円
　販売額　76,487千円
　面　積　3.3ha

②平成30年目標値
　反　収　2,550千円
　販売額　99,450千円
　面　積　3.9ha
※②／①→10％の増加

【実績（平成30年)】
　反　収　3,140千円
　販売額　113,039千円
　面　積　3.6ha

2,433千円
/10a

13.79 6,12915 430 408

高原町農
業再生協

議会
18 高原町

花き
（キク）

加温機（四段サーモ
ヤコン付き）のリー
ス導入等により品質
向上を図り、キク産
地としての持続的発
展を目指す。

①生産力向上に向け
た取組
②販売力向上に向け
た取組
③人材の育成に向け
た取組

販売額10％以上
の向上

1,719,281円
/10a

1,923,609円
/10a

3.6
えびの市
再生協議

会
17 えびの市

野菜
（いち
ご）

収益性の高いいちご
産地への構造転換
 ①生産力向上
 ②販売力向上
 ③人材の育成

2.14

25,742

販売額10％以上
の向上

3.3

1.78

1,053.2

69.3 0.9531.68 42,342 61.9 61 64
2,497,78
4千円
/10a

事後評価の検証方法
JAこばやし高原町花き部会実績により検証
現状値
※JAこばやし高原町花き部会平成27実績
　①反　収：1,719,281円/10a
　②販売額：30,603,205円
　③面　積：1.78ha

目標値（平成30年度計画）
※JAこばやし高原町花き部会キク生産計画
　①反　収：1,923,609円/10a
　②販売額：32,316,640円
　③面　積：1.68ha

目標値/現状値　反収　11.8%の増加

※作付け戸数及び面積は、27年度が5戸で
1.78ha、28年度以降は4戸で1.68haの計画

実績値（平成３０年度年度実績）
※JAこばやし高原町花き部会キク生産計画
　①反　収：2,622,137円/10a
　②販売額：44,051,903円
　③面　積：1.68ha
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H30年度ＪＡの販売実績データを基に検証。
・現状値
 (総販売額：348,491千円/7.75ha）
　※販売額、面積はJA宮崎中央実績より
・目標値
 (総販売額：383,341千円/7.77ha）
　※販売額はJA宮崎中央中期計画、面積は生産
者意向調査により算出
・目標／現状＝383,341千円/348,491千円
　　→10.0%の増加

・実績値
（H30総販売額：365,244千円/7.61ha）
※販売額、面積はJA宮崎中央販売実績より
・実績/目標＝365,244千円/383,341千円
→95.3%

164.8%

①産地の現状：宮崎県宮崎市佐土原町。ピーマンの共同選果を行
うＪＡ宮崎中央ピーマン部会の佐土原支部で構成。ピーマンの生
産面積の拡大及び収量・品質の向上等による農業経営の安定を図
り、産地としての維持・発展を目指した。

②本事業の取組：安定的な生産体系により契約率の向上を図り、
優位販売につなげる。また、品種の統一、均一化により付加価値
を高め、販売単価の向上を図った。
規模拡大及び新規就農者・作付者の確保を図るとともに、適正な
栽培管理の徹底による収量・品質の向上を図った。また、台風等
の気象災害の軽減による安定生産を行うとともに、炭酸ガス発生
装置や環境測定・制御装置の導入推進により、収量・品質の向上
を図った。さらに、部会組織を通じたリーダー及び次世代リー
ダーの育成、担い手の確保を図った。

③達成状況：生産面積は減少しているが、適正な栽培管理の徹底
による収量・品質の向上、販売単価の向上に努めたことにより、
目標の達成に至った。

炭酸ガス発生装置の導入促進及び品
種の統一、均一化等に取り組んだこ
とにより収量・品質・販売単価の向
上に繋がったことで目標を達成する
ことができた。
今後は、炭酸ガス等の適正な利用へ
の技術指導を関係機関と連携して取
組、更なる産地の収益力の向上を目
指す。

1.113
405,916
千円

7.61 928 393 452 406

宮崎中央
地域農業
再生協議

会

28
宮崎市佐
土原地区

野菜
（ピーマ

ン）

①販売力強化に向け
た取組
②生産力の向上に向
けた取組
③人財の育成に向け
た取組

総販売額の10％
以上の増加

348,491
千円

7.75 906

H30年度ＪＡの販売実績データを基に検証。

・現状値
 (総販売額：1,251,605千円/170ha）
　※販売額、面積はJA宮崎中央実績より

・目標値
 (総販売額：1,508,383千円/173ha）
※販売額はJA宮崎中央中期計画、面積は生産者
意向調査により算出
・目標／現状＝1,508,383千円/1,251,605千円
　　→　20.5%の増加

・実績値
（H30総販売額：886,940千円/140.8ha）
※販売額、面積はJA宮崎中央販売実績より
・実績/目標＝1,081,674千円/1,508,383千円
→71.7%

-51.0%

①産地の現状：宮崎県宮崎市（宮崎、南宮崎、田野、高岡地
区）、国富町。ＪＡ宮崎中央の野菜生産部会員等で構成。野菜
（にら、千切り大根、ゴーヤー、ズッキーニ）を中心とする生産
面積の拡大及び収量・品質の向上等による農業経営の安定を図
り、産地としての維持・発展を目指した。

②本事業の取組：予冷施設の整備により出荷物の品質管理を適正
に行い、鮮度・品質を保持した状態で各市場へ輸送することで、
付加価値を高めた優位販売、契約販売の拡充、秀品率の向上等に
よる販売単価の向上を図った。また、千切り大根自動包装機を整
備することによりニーズに応じた製品の安定供給に繋げ、契約率
の向上、販売単価の向上を図った。ハウス等の整備により安定生
産を図るとともに、高収益システム（炭酸ガス発生装置等）の導
入により収量・品質の向上を図った。さらに、部会組織や青年部
組織を通してリーダーや次世代リーダーを育成するとともに、新
規就農者研修施設等との連携により担い手の確保を図った。

③実績が現状を下回る要因：昨年襲来した台風による影響が大き
く、中でも千切り大根は、播種期に甚大な被害を受け、蒔き直し
や生産自体を断念さざるを得ない状況から、生産面積及び生産量
の低下に繋がった。にらについても、株の養成期間に同様の被害
を被ったことから、その後の生産量に大きな影響を及ぼした。

④今後の対策：台風を始めとする自然災害に対しては、事前の対
策を徹底させるとともに、一方では変化する自然環境に適応した
栽培技術等の確立に向け、関係機関ととも努めたい。
販売面では、引き続き付加価値を高めた優位販売、契約販売の拡
充、秀品率の向上等に取り組み、販売単価の向上や生産拡大に繫
げることで産地力強化を図りたい。

予冷施設の整備により出荷物の品質
管理を適正に行い、鮮度・品質を保
持した状態で各市場へ輸送すること
で、付加価値を高めた優位販売、契
約販売の拡充、秀品率の向上等によ
る販売単価の向上を図ったが、９月
～１０月の台風24号､25号の影響に
より、まき直しや生産の断念などが
発生し生産量が大きく減少したこと
で、目標を達成することができな
かった。
今後、栽培管理の徹底による品質向
上及び作付け面積の拡大に取り組む
とともに、台風等への事前事後対策
の指導徹底を図り、目標の達成を目
指す。

181,392
千円

1,251,605
千円

170 1,711 1.0361,723

247

H30年度の個別申告書やＪＡの販売実績データ
を基に検証。
・現状値
 (H27総販売額：181,392千円/8.82ha）
※販売額、面積はJA宮崎中央実績より

・目標値
 （H30総販売額：199,532千円/9.45ha）
※販売額はJA宮崎中央中期計画、面積は生産者
意向調査により算出
・目標／現状＝199,532千円/181,392千円
　→10.0%の増加

・実績値
（H30総販売額：182,634千円/9.35ha）
※販売額、実績はJA宮崎中央販売実績より
・実績/目標＝182,634千円/199,532
→91.5％

109.8%

①産地の現状 ： 宮崎県宮崎市及び国富町。きんかんの共同選果
を行うＪＡ宮崎中央金柑部会員で構成。きんかんの生産面積の拡
大及び収量・品質の向上等による農業経営の安定を図り、産地と

しての維持・発展を目指した。

②本事業の取組：H26年に導入した共同選果機の利用推進によ
り、規模拡大及び新規就農者・作付者の確保を図るとともに、出
荷調整作業にかかる労力を栽培管理にあてることにより適正な草
勢維持と収量・品質の向上を図った。さらに、環境制御装置の導
入推進により、更なる収量・品質の向上を図った。安定生産によ
り契約率の向上を図り、優位販売につなげた。また、品種の統

一、品質の均一化により販売単価の向上を図った。部会組織や青
年部組織を通してリーダーや次世代リーダーを育成するととも
に、新規就農者研修施設等との連携により担い手の確保を図っ

た。

③達成状況：生産面積は顕著な伸びを示しているものの、果実肥
大期の天候不順等による裂果や品質低下により反収及び単価につ

いては、目標を下回る結果となった。
　今後も、天候を見極めた適正な栽培管理指導に努めるととも

に、安定生産、秀品率の向上により優位販売につなげ、販売額の
向上を図る取り組みを推進したい。

既存生産者の規模拡大及び新規就農
者の育成確保、環境制御装置の導入
促進により、産地面積の拡大及び反
収の増加が図られたことで、価格補
正後の実績では目標を達成すること
ができた。
今後は、現状に比べ単価が減少して
いることから、品質向上等により単
価の向上を図り、更なる産地の収益
力の向上を目指す。
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会
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宮崎市及
び国富町

施設果樹
（きんか

ん）

時代を担うきんかん
産地強化への体制整
備
①販売力強化に向け
た取組
②生産力の向上に向
けた取組
③人財の育成に向け
た取組

総販売額の１
０％以上の増加

515 497

宮崎中央
地域農業
再生協議

会
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宮崎市
宮崎地区
南宮崎地
区
田野地区
高岡地区
国富町

野菜
(にら、
千切り大
根、ゴー
ヤー、
ズッキー
ニ）

①販売力強化に向け
た取組
②生産力の向上に向
けた取組
③人財の育成に向け
た取組

総販売額の
20.5％以上の増

加

高原町農
業再生協

議会
34

JAこばや
し管内地

区

花卉
（ラナン
キュラ
ス）

更なる産地強化への
体制整備

①生産力向上に向け
た取組
②販売力向上に向け
た取組
③人財の育成に向け
た取組

販売額の10%以上
の向上

4,432,669円
/10a

1.1038.82 225 807 9.35 249 733 740 671

875 140.8 1,249 866

0.9040.35 63,197 0.54 52,520 74.9 66 73
3,556,10
8千円
/10a

JAこばやしラナンキュラス研究会実績により検
証

現状値
※JAこばやしラナンキュラス研究会平成27実績
　①反　収：4,432,669円／10a
　②販売額：15,514,342円
　③面　積：0.35ha

目標値（平成30年度計画）
※JAこばやしラナンキュラス研究会ラナンキュ
ラス
　普及計画
　①反　収：4,875,936円／10a
　②販売額：19,503,744円
　③面　積：0.4ha

目標値／現状値　10％の増加

※作付け戸数及び面積は、27年度が4戸で
0.35ha、
　28年以降は5戸で0.4haの計画

【実績値】（平成30年度実績）
※JAこばやしラナンキュラス研究会ラナンキュ
ラス普及計画
　①反　収：3,933,200円／10a
　②販売額：21,239,280円
　③面　積：0.54ha

-197.8%

①産地の現状、課題・問題点：
　ＪＡこばやしは県内でも有数のラナンキュラスの産地であり、
市場の評価も高い。今後も産地として維持・発展していくには、
需要のある品種の選定やさらなる品質・栽培技術の向上が必要。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況：
　ヒートポンプや自動開閉装置の導入により、適切な温湿度管理
が出来るようになった。
　また、産地として生産面積は増え、収量・品質の向上にむけて
取り組んだが、以下③の理由により目標は達成できていない状況
である。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因：
　高温多湿の状況が続き、適期定植や栽培管理が困難な状況にあ
り、Ｂ品が多かった。
　また、腐敗病等による品質の低下・収量の減少が販売額減の大
きな要因である。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容：普及セン
ターやＪＡなどの関係機関とほ場巡回を定期的に開催し、栽培指
導や技術指導を行う。

栽培面積の拡大が図られているが、
自動開閉装置の導入等による栽培環
境の改善に努めたものの、高温多湿
の状況が続き、適期定植や栽培管理
が困難な状況にあり、Ｂ品が多く、
また、腐敗病等による品質の低下・
収量の減少したことで、目標を達成
することができなかった。
今後は、球根の生産に対して指導徹
底を図り、高品質な球根生産を進め
るとともに、栽培技術指導を行い、
目標達成を目指す。
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 1,255.8  1,381.4

922千円/10a

小林市農
業再生協

議会
37

坂下・橋
満

果樹（
梨・ぶど

う）

梨・ぶどう産地の収
量、品質のの向上
①生産力向上へ向け
た取組
②販売力向上ヘ向け
た取組
③人財の育成へ向け
た取組

販売額の10％以
上増加

小林市農
業再生協

議会
36

西小林・
種子田

果樹（
梨・ぶど

う）

梨・ぶどうの産地の
収量、品質の向上
①生産力向上への取
り組み
②販売力向上への取
り組み
③人財の育成への取
り組み

販売額の10％以
上増加

小林市農
業再生協

議会
38

小林市内
地区

たまねぎ
①生産力向上
②販売力向上
③人財の育成

販売額15％以上
の向上

90,275円
/10a

価格補正な
し
※　市場等
への出荷は
無く、全て
各直売所で
毎年同じ価
格での販売
のため、外
的要因等に
よる価格変
動が生じな
いため

平成30年分の申告書により検証
現状値
※小林市果樹農業振興推進対策協議会　西小
林・種子田支部の実績
①反　収：662千円/10ａ
②販売額：76,739千円
③面　積：11.58ha
販売額は、平成27年分申告書より

目標値（平成30年度計画）
※小林市果樹農業振興推進対策協議会　西小
林・種子田支部の目標値
①反　収：729千円/10ａ
②販売額：84,418千円
③面　積：11.58ha
現状値/目標値　10％の増加

実績値（平成30年度）
※平成30年分の申告書より
①反　収：922千円/10a
②販売額：106,780千円
③面　積：11.58ha

388.1%

①産地の現状、課題・問題点：西小林・種子田地区が属する小林
市の梨・ぶどうは、県内でも１番の産地である。しかし、露地栽
培が主流であるため天候の影響を受けやすく、悪天候や病害によ

る収量・品質の低下が問題となっている。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況：ハウス等の導入により栽培環境の適正化が図られ、収量・品
質が向上した。これにより、販売額が増加し、目標達成となっ

た。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因：ハウス
等の導入により栽培環境の適正化が図られ、収量・品質が向上し

た。これにより、販売額が増加し、目標達成となった。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載：関
係機関が連携して技術・経営の指導を行う。

ハウス及び機械の導入により、栽培
環境及び栽培管理の改善が図られた
ことで、病害の減少、収量・品質向
上に繋がり、目標を達成することが

できた。
今後も継続して技術指導を関係機関
と連携して取り組み、更なる産地の

収益力の向上を目指す。

平成30年分の申告書により検証

現状値
※小林市果樹農業振興推進対策協議会　坂下・
橋満支部の実績
①反　収：1,019千円/10ａ
②販売額：145,105千円
③面　積：14.23ha
販売額は、平成27年分申告書より

目標値（平成30年度計画）
※小林市果樹農業振興推進対策協議会　坂下・
橋満支部の目標値
①反　収：1,121千円/10ａ
②販売額：159,661千円
③面　積：14.23ha
現状値/目標値　10％の増加

実績値（平成30年度）
①反　収：1,133千円/10a
②販売額：161,242千円
③面　積：14.23ha

111.8%

①産地の現状、課題・問題点：西小林・種子田地区が属する小林
市の梨・ぶどうは、県内でも１番の産地である。しかし、露地栽
培が主流であるため天候の影響を受けやすく、悪天候や病害によ
る収量・品質の低下が問題となっている。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況：換気装置等の導入により栽培環境の適正化が図られたが、販
売額が伸びず、目標未達となった。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因：病害虫
の発生により品質・収量が低下した。これにより、販売額が低下
し目標未達となった。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載：関
係機関が連携して技術・経営の指導を行う。

ハウスや換気装置等の導入により栽
培環境の改善が図れ、肥料散布機の
導入により肥料の均一化、労力削減
が図れたことで、収量及び品質の向
上に繋がったことで、目標を達成す
ることができた。
今後も継続して技術指導を関係機関
と連携して取り組み、更なる産地の
収益力の向上を目指す。

価格補正な
し
※　市場等
への出荷は
無く、全て
各直売所で
毎年同じ価
格での販売
のため、外
的要因等に
よる価格変
動が生じな
いため

1,133千円
/10a

14.23 1,396.4

※契約取引
により価格
補正は行わ
ない

1.6 1,806
280,021千円

/10ａ
4.5 5,326 53

平成30年産の販売伝票により検証
現状値：
（平成27年度実績）
反収 90,275円／10a
面積　1.6ha
販売額1,444,410円

目標値：
（平成30年度計画）反収104,037円／10a
面積2.0ha
販売額2,080,748円

現状値/目標値　15.2％の増加

③実績値：
（平成30年度実績）
反収　280,021円／10a
面積：4.5ha
販売額　12,600,949円

1378.8%

①産地の現状、課題・問題点：小林市内ではほうれん草等の露地
野菜の輪作体系における１品目としてたまねぎが有望視されてい
る。しかし、機械化体系が普及しておらず、収量・規格品率が低
いことが問題となっている。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況：
　たまねぎ収穫機及びたまねぎピッカーの導入により収穫体系の
効率化が図られた。これにより、規模拡大が図られるとともに、
収量・品質の向上により販売額が増加し、目標達成となった。

③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因：
　たまねぎ収穫機及びたまねぎピッカーの導入により収穫体系の
効率化が図られた。これにより規格品率の増加による販売単価の
向上、単収の増加による生産量の増加により販売額が向上した。

収穫機の導入により適期収穫が可能
となり規格品率の向上が図られると
ともに、作業の省力化により規模拡
大が図られたことで、目標を達成す
ることができた。
今後も継続して技術指導を関係機関
と連携して取り組み、更なる産地の
収益力の向上を目指す。

2,081 50
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延岡市
北方町
荒谷

茶

販売額増加に向けた
産地体制の強化
①　販売力強化
②　生産力向上
③　人材の育成

販売額10％以上
の増加

523,104円
/10a

1番茶
2.9

2番茶
3番茶
各2.6

8,280

１番茶
6,500

2･3番茶
2,000

各農家が個
別販売を行
うため価格
補正は行わ
ない。

4.8

１番茶
4.1

2番茶
2.3

7,920

615,087円
/10a

4.6

1番茶
3,624

2・3番茶
3,276

6,900

1番茶
6,000

2･3番茶
2,000

農業所得申告等でのＨ２７実績との比較
①【平成27年現状値】
 　反　収　523,104 円 / 10a
 　販売額　 25,109 千円
　 面　積　4.8 ha
②【平成30年目標値】
 　反　収　615,087 円 / 10a
 　販売額　 28,294 千円
 　面　積　4.6 ha
※　反収 ②/①→17.6％の増加

【平成３０年度実績】
反収　457,609円/10ａ　　　　　　　　　　販
売額　21,050千円
面積　　4.6　ha

-71.2%

一部(0.2ha)改植により、目標時の成園面積が現状より一時減少
となる。全体として、春先の低温で新芽が霜害に遭ったことによ
る収量減少と価格の低下により目標値よりかなり低くなった。
今後、改植したところからの収穫と、新植の計画、霜害対策の実
施、また小売りの割合を増やすことによる単価対策で目標達成は
可能と考える。

春先の低温による霜害により、収
量・品質が低下したことに加え、一
部(0.2ha)改植が行われたことで販
売額が減少し、目標を達成すること
ができなかった。
今後、新植による産地の拡大が図ら
れるとともに、霜害の事前事後の対
策に関係機関が連携して指導徹底を
行い、目標の達成を目指す。

457,609円
/10ａ

4.6

宮崎中央
地域農業
再生協議
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国富町

深年地区
茶

販売額増加に向けた
産地体制の強化
①生産力の向上
②販売力の強化
③人材の育成

総販売額の10％
増加

53,586
千円

20.7 113 474
61,029
千円

24.9 0.912
64,638
千円

H30年度の個別申告書や販売実績データを基に
検証。
・現状値
(総販売額：53,586千円/20.7ha）
　※販売額、面積はH27実績より
・目標値
（総販売額：61,029千円/24.9ha）
　※販売額、面積は生産者意向調査により算出
・目標／現状＝61,029千円/53,586千円
　　→13.9%の増加

・実績値
(総販売額：70,624千円/21.50ha)
・実績/現状
=70,624千円/53,586千円
→31.8％の増加

148.5%

①産地の現状、課題・問題点
価格は少しずつ上昇はしているが、安定はしていないうえに最盛
期の価格に全く達していない状況にある。
②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況
蒸機の導入により、荒茶加工の時間短縮等が可能となったこと
で、適期摘採が図られ、品質の向上が出来たことや新植・改植を
行ったことで目標を達成することができた。
③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因
収量については目標を達成出来なかったが、品質の向上を図った
ことにより、単価の向上には繋がったのではないかと思われる。

蒸機の導入により、荒茶加工の時間
短縮等が可能となったことで、適期
摘採が図られ、品質の向上が出来た
ことや新植・改植を行ったことで目
標を達成することができた。
今後は、販売額低下の要因となる霜
害対策や栽培指導を関係機関連携し
て取り組み産地の収益力向上を目指
す。

70,624千円 769 843

886.3

811.4

50

１番茶
5,500

2･3番茶
2,000

729千円
/10a

1,121千円
/10a

104,037円
/10a

14.23

2

822.411.58 886.4

811.4

480

11.58 1040.4 886.3

21.5 105

811.4

127 675
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都城市
山之口地

区
大根

露地野菜産地の形成
の推進
①　大根における農
業機械等の導入によ
る計画生産の取組を
推進することによ
り、販売額10％以上
の増加を実現する。

販売額の10％以
上の増加

153千円
/10a

19 1,197,321 23.3

都城市山之口地区大根生産者Ｈ27年販売実績と
Ｈ30年販売実績にて検証を行う。
【現状値】
①:153千円／10a
H27年度都城市山之口地区大根生産者販売額
28,994千円
H27年度都城市山之口地区大根生産者作付面積
19.0ha

【目標値】
②：169千円／10a
H30年度都城市山之口地区大根生産者販売額
38,870千円
H30年度都城市山之口地区大根生産者作付面積
23.0ha

※目標は取組主体の事業計画より
　　②／①→10.5%の増加

【実績値】
③：100千円／10a
Ｈ30年度都城市山之口地区大根生産者販売額
　20,852千円
Ｈ30年度都城市山之口地区大根生産者作付面積
　20.8ha
※目標は取組主体の事業計画より
③／①→40.7%の減少

169千円
/10a

23 800,064 26.1

21.5 1,159,130

※契約取引
のため価格
補正は行わ
ない

-331.3%

①産地の現状、課題・問題点:平成30年度は9月から10月にかけて
大型台風が連続して上陸・接近したため、定植期の作物に被害が
出て産地全体において収穫量減少となった。また、例年において
は収穫期における人手不足で効率的な農作業ができないことが産
地の課題である。　　　　　　　　　　　　　　　　　②本事業
の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況:平成
30年度においては台風の相次ぐ襲来により十分な成果を挙げるこ
とができなかった。令和元年度以降は排水の改善工夫等により収
穫量の減少を抑えることと導入した機械による農作業の効率化に
よる作付け面積の拡大で成果目標を達成することは可能と思われ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　③実績等が現状を下回る
場合の具体的な要因:平成30年9月～10月にかけて連続して大型台
風が上陸・接近した結果、作物に被害が出て収穫量が減ったた
め。
④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等:排水の改
善や農薬散布による病害の抑制等による台風対策の徹底、機械の
操作法についての情報を研修会を通して産地で共有し今後の成果
目標の達成に向け協力を行う。

定植・播種期である、9月～10月に
かけて台風24号､25号が連続して上
陸・接近したことから、生育初期の
作物の流出や生育不良が発生し、生
産量が減少したことで、目標の達成
ができなかった。
今後は、台風対策として、排水の改
善及び病害対策に対する技術指導を
関係機関と連携して行い、環境変化
に強い栽培技術に取り組み成果目標
の達成を目指す。

※契約取引
により価格
補正は行わ
ない

23

100千円/10a

125千円／
10a

20.8

1.1322.4 47,208 787 549
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三股町樺
山地区

大根

露地野菜産地の形成
の推進
①大根における農業
機械等の導入による
計画生産の取組を推
進することにより、
販売額10％以上の増
加を実現する。

販売額の10％以
上の増加

Ｈ27年販売実績とＨ30年販売実績にて検証を行
う。
【現状値】
①：124千円／10a
Ｈ27年度販売額　　26,647千円
Ｈ27年度作付面積　　21.5ha

【目標値】
②：137千円／10a
Ｈ30年度販売額　　36,267千円
Ｈ30年度作付面積　　26.5ha
※目標は取組主体の事業計画より
　　②／①→10%の増加

【実績】③：125千円／10a
H30年度販売額　　27,705千円
H30年度作付面積　 22.0ha

7.7%23
137千円
/10a

1,578,50026.5

①産地の現状、課題・問題点：　平成30年度は、9～10月にかけ
て2回、台風が上陸・接近したため、作物に被害が出て産地全体
において収穫量減少となった。自然災害発生時に被害をどうやっ
て少なくするかが産地の課題である。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状
況：　本事業における機械導入により、作業効率は大幅に改善さ
れた。しかし、台風発生の影響により、収穫量が全体的に減少し
たため、成果目標を達成することができなかった。

③実績等が現状を下回る場合の具体的な要因：平成30年9～10月
にかけて2回、台風が上陸・接近した結果、作物に被害が出て収
穫量が減ったため。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等：防虫防除
を徹底し、品質の向上及び作付面積拡大について取り組むように
指導した。

定植・播種期である、9月～10月に
かけて台風24号､25号が連続して上
陸・接近したことから、生育初期の
作物の流出や生育不良が発生し、生
産量が減少したことで、目標の達成
ができなかった。
今後は、台風対策として、排水の改
善及び病害対策に対する技術指導を
関係機関と連携して行い、環境変化
に強い栽培技術に取り組み成果目標
の達成を目指す。

124千円
/10a

えびの市
再生協議

会
50 えびの市 水稲

更なる水稲産地強化
への体制整備
①生産力向上
②販売力向上
③人材の育成

販売額の10％以
上の向上

107,700円
/10a

1,752千
円/10a

検証方法：Ｈ３０年のＪＡ販売額にて検証
【現状値】
①：1,695千円／10a
Ｈ２７年ＪＡ販売額：44,091千円
Ｈ２７年ＪＡ面積：2.6ha
※販売額及び面積はＪＡ実績より

【目標値】
②：1,872千円／10a
Ｈ３０年ＪＡ販売額：58,032千円
Ｈ３０年ＪＡ面積：3.1ha
※面積はJA営農振興中期3ヶ年計画より。
　販売額は部会の生産計画。
②／①→10.3%の増加

【実績】③：1,548千円／10a
Ｈ３０年ＪＡ販売額：37,151千円
Ｈ３０年ＪＡ面積：2.4ha
※販売額及び面積はＪＡ実績より
③／①→8.7%の減少

西臼杵地
域農業再
生協議会

49 高千穂町
ほうれん

そう
施設環境改善等によ
る品質向上の取組

販売額の10％以
上の増加

1,695千円
／10a

2.6 57,510 767
1,872千円

／10a
74,4003.1 780

0.85383.9 547 391.1 542 7,332 13,602 16,010
103,930
円/10a

Ｈ30年産米の精算金額及び作付面積データを基
に検証
現状値（H27実績）
10a当たりの販売額：
107,700円/10a
※当地区において、耕種農家が作付けしたWCS
は、畜産農家が収穫・調整を請け負い活用する
ことから、販売費用は発生しない

目標値（30年計画）
10a当たり販売額：132,140円/10a
面　積：383.9ha
販売額：507,290,000円

目標値/現状値　22.7％の増加

実績値（30年）
①面　積:391.1ha
   (うちWCS 30.1ha)
②販売額:
　478,200,000円
③10a当たり販売額:
  122,270円/10a

-15.4%

①産地の現状、課題・問題点：
当該地域においては、えびの米ブランドとして、付加価値をつけ販売
に取り組んでおり、米の品質向上を図るため、精米施設の整備が喫緊
の課題となっていた。精米設備を整備し精米処理量が増加すること
で、有利販売が可能な時期に、まとまった需要に対応が可能となり、
併せて、県のブランド米産地として有利販売を行っていくことで、農
家所得の向上が求められていた。

②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況：
　農家収益の向上を目的として、ブランド米等、良食味・高付加価値
米の生産に取り組んでいる。当事業で整備した精米設備を活用し、え
びの米ブランドとして付加価値を付けて販売することで、農家収益の
向上に寄与している。また、平成27年度には、（財）日本穀物検定協
会が主催する「うまい米づくりランキング」において、本県で初めて
特Aを取得しており、「うまい米」の産地を県内外にＰＲするため、27
年度に続き２回目の取得に向けて産地一体となって取り組んでいる。

③実績等が現状を下回る場合の具体的な要因：
成果目標である10a当たりの販売額は、農家への仮渡金から算出してお
り、30年産米（7,332円/30kg）は、27年産米（6,537円/30kg）より仮
渡金が約800円上昇したものの、全国的な価格の上昇率を下回ったた
め、実績が現状を下回った。
　ただし、販売額が0円となるＷＣＳを除いた主食用米の面積での販売
額は132,470円/10aとなり、目標達成となる。

④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等：
　関係機関が連携して技術・経営指導を行う。

農産物処理加工施設（精米設備）の
導入及びうまい米づくりの取り組み
により品質向上が図られたことで、
販売単価の向上が図られたが、目標

の達成はできなかった。
引き続き、うまい米づくりへの取り
組みに対して技術指導を行い、収量
及び品質の向上を図り、目標達成を

目指す。

6,537
132,140円

/10a
547383.9 7,247

122,270
円/10ａ

32.2%

①当地域のほうれんそうは、夏季冷涼な気候を生かし、年３～４
作栽培することにより、収量向上を図っている。
②頭上灌水装置等の導入により、土壌水分管理が改善され、生育
の揃いが良くなり、収穫作業の効率化にもつながった。また、遮
熱資材を導入したハウスでは、高温による生育障害等を抑えるこ
とにつながった。
③H30年は基準年となるH27年と比較して７～９月の気温が１～
２℃高くなったため、全体的に生育の遅れや品質の低下が見ら
れ、目標を下回る結果となった。
④灌水や病害虫防除の徹底等により、収量、品質の向上を図るよ
うに指導した。また、遮光資材の導入を推進した。
今後、既存農家の面積拡大や新規就農者の育成確保等により目標
面積の達成を目指す。

ハウスや頭上かん水等の導入により
栽培環境の改善に取り組んだが、７
月～９月の高温により、年３～４作
の内２作について生育不良が発生し
たことで、収量・品質の低下に繋
がったことから、目標が達成できな
かった。
今後は、ハウス内温度管理等の栽培
管理指導の徹底を関係機関と連携し
て取り組むとともに、新規就農者等
の育成確保への支援も行い面積の拡
大を図り、成果目標の達成を目指
す。

29.5

1,548千円／
10a

23

1,317,053

485

22 1,204,620


